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概要：本論文では, 人間工学の分野で発表されてきた状況把握の研究領域を災害情報処理の観点から紹介する. 先ず, 
情報通信技術と災害対応の観点から情報処理について考え, 情報から知識や知を創出し, 共有する必要性を説く. 同
様の考え方を有する状況把握をグループウェア研究領域における第 3 のアウェアネスとして紹介する. そのモデルに

おいても, 単に情報を集めるだけでなく, 収集した内容についての理解が, その後の予測につながることを述べる. 
これまで, 情報通信技術分野では, 情報を如何に送受信, あるいは, 共有するかを検討してきた. グループウェアの分

野でもアウェアネスは, 大きな研究分野である. 本論文では, 状況把握という第 3 のアウェアネスを紹介し, 情報共有

以上に, その理解や, 理解するためのメンタルモデルの共有を必要とするチームにおける状況把握の必要性を提示す.  
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1. はじめに     

本研究では, 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災にお

ける災害対応支援活動の経験から, 災害情報処理の研究の

必要性を説いてきた[1][2].  わが国では, 緊急事態管理は, 
自衛隊, 消防等, 国および地方自治体の危機管理者を中心

に, 対応されてきた. 緊急事態管理に必要となる情報処理

についても, 安全システム学やリスク管理の分野の実践者, 
研究者により進められ, 情報処理の研究者が深く関与する

ことはなかった.   
  一方, 海外では，情報システム関連では，緊急時の情報

シ ス テ ム ， EMIS(Emergency Management Information 
Systems)として研究されている[3]. 米国では , 森林火災 , 
洪水, 竜巻等, 自然災害が多いが, 1970 年代より, 情報処理

の専門家が連邦政府や地域自治体の緊急事態管理に深く関

わってきた .例えば，1971 年に，米国では，Emergency  
Management Information System  for the Wage Price Freeze 
(EMISARI)というシステムが，ストライキ対応の緊急管理

のために構築され，その後，他の緊急管理にも利用された

[3]．Hilz 等[4]は，EMIS の必要な機能を挙げるとともに, 災
害マネジメントサイクルの基本となる段階を示している．

2004 年よりこれらの緊急事態管理や情報処理の専門家が

緊急事態のための情報システム(ISCRAM)の学会を立ち上

げ, 毎年国際会議を開催している.  
わが国では, 2011 年の震災を契機に, 情報処理学会におい
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て災害コミュニケーションシンポジウムを毎年開催してい

る. 情報処理学会の所属する情報処理国際連合(IFIP)にお

いても, 災害情報処理の領域委員会を 2016 年に立ち上げ, 
その後, WG5.15 技術グループとして活動を続け, 毎年, 国
際会議 ITDRR(IT in Disaster Risk Reduction)を開催している.  
 以上の背景を踏まえ, 本論文では, 緊急事態管理と, 情報

通信技術の 2 つの観点からの「情報処理」についての考え

方の違いを指摘する. さらに, これまで人間工学分野で主

に推進されてきた状況把握(Situation Awareness)の研究分野

を紹介し, 状況把握モデルにおいても, 緊急事態管理と同

様に, 収集した情報の解釈が重要となるな考え方をしてい

ることを提示する. その上で, 災害対応に関わる情報処理

において, 情報通信技術に関わる実践者や研究者が, 考え

なければいけない観点を指摘する. このことから, 緊急事

態管理や災害対応で, 共有すべきは, 単にデータや情報で

はなく, それらを解釈して生まれるアウェアネス(認識)で
あることを示す. 最後に, 災害対応で利用できるシステム

がバリアフリー化情報支援においても利用できることを挙

げ, ここでも状況把握という新たなアウェアネスが必要に

なることを提言する.  
 論文構成は以下の通りである. 次節で, 災害対応におけ

る情報処理の考え方を提示し, 3 節では, これまで人間工学

分野で考えられてきた状況把握(Situation Awareness)の研究

分野を, グループウェアにおける第 3 のアウェアネスとし

て紹介する. 4 節では, 今後の情報共有における新たな視点

である「認識」の共有の必要性を説く. さらに災害情報処

理の応用分野として, バリアフリー化情報支援における状

況把握について定点カメラによるバリアフリー化情報支援
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のためのシステムを例にとり, 考える. 5 節ではこれらの議

論をまとめる.  
 

2. 災害対応における情報処理 

東日本大震災時, 必需品の配布等の避難所管理等, 災害対

応を支援する情報システムの需要は認識されたものの, 事
前準備不足のため, 対応は遅れた[1]. 2004 年の 2004 年スマ

トラ島沖地震の際に作成された災害対応における情報共有

のためのサハナ(Sahana)システム[5]が震災前の2010年に日

本のオープンソースコミュニティに紹介されていたものの

[6], 翌年の東日本大震災直後に即座に使える状態ではなか

った. 岩手県では, 避難所管理のための当該システムを利

用した情報システムを構築し, 試行が 2011 年 5 月末に始ま

った[7][8]. 1 ヶ月後の 7 月には避難所から仮設住宅への移

行が始まり, 本当に必要とされた時期は過ぎていた[9]. そ
の後, サハナについては, 国内では, サハナジャパンのサ

イトの更新が終了し [10], 国内での災害利用は不明である.  
ただし, 海外では, サハナ Eden 版は, エボラ出血熱の際に

開発したトレーシング機能が, コロナ禍でパキスタンにお

いて使用されているとのことである[11].  
災害情報処理システムの開発には, 持続可能性が求めら

れる. 震災以降, 様々な情報通信技術を利用した取り組み

も個々に行われているが, 主要な情報システムでの対応に

至っていない. 理由のひとつとして, 個々の災害について

の対応の仕方が異なるため, 汎用システムを構築すること

が難しいことや, 最近の複合災害の状況も影響している. 
例えば, 現在の新型コロナウィルス感染症も災害であるが, 
その対応は, 地震や津波の場合とは, 支給期の関係者の全

く異なる. 他方, 汎用性を求めた情報システムを開発する

より, 災害の都度, その時点で利用可能なあるいは普及し

ている技術を適用していくことも現実的であろう[12].  
近年のソーシャルメディアの普及により, その応用も試

行されている. Hilz 等[13]は，センサーネットワーク等の現

在の技術を駆使した緊急管理の情報システムを提言してい

る．その提言に沿い，White 等[14]は，緊急管理にソーシャ

ルネットワークサービス(SNS)を利用した例を報告し, さ
らにその後, SNS の利用について，緊急事態の管理者に聞

取り調査を行い，サービス利用に不慣れなことや内容につ

いてのトラスト(信頼)の無さから, SNS を利用しなかった

事実も報告している[15]．  

わが国では，対災害 SNS情報分析システム DISAANAが，

Twitter への投稿をリアルタイムで分析し，災害の情報を提

供する[16]．ここでは，デマ対策として，矛盾する投稿を

載せ，判断を受信者に任せることとしている．さらに, 災
害関連の Twitter の投稿の要約を提示する災害状況要約シ

ステム D-SUMM も提供されている[17]. 誤報対策について

は，情報提供者の登録，訂正情報による拡散防止[18], 拡

散構造の解析による検討[19]や拡散におけるユーザ分析

[20]についての研究等が進められている． 
以上の通り, 情報通信技術の研究者や開発者により様々

な試みがある一方, 救援活動等の災害初期対応者の「情報

処理」とは, 図 1 に示す通り, 収集したデータや情報を処

理あるいは共有することだけではなく, それらが何を意味

するか, すなわち, 「知識」や「知」の創出まで含めたこ

とを指す[21]. この点が, 情報処理分野と, 緊急事態管理分

野の違いである. 情報共有においても, 単に情報を他者と

共有するだけでなく, 認識の共有が必要となる. 特に災害

時は, 当事者間の情報共有や伝達における認識や予測等の

「知」に関わる部分の共有が不十分な場合, 事前の避難が

間に合わず, 人命が失われる事態となる [22]. すなわち, 
状況把握が重要となるのである.  
 

3. 状況把握の観点 

状況把握(Situation Awareness: SA)は，もともと, 米国の空軍

で戦闘機からの爆撃における状況把握のための軍事目的の

研究開発から始まり, 人間工学の研究領域として展開して

きた．状況把握は, Endsley[23]による以下のような 3 段階で

考えられる.  
SA レベル 1:  環境下でどこに何があるかを知る.  
SA レベル 2:  レベル 1 で得た知識の理解 
SA レベル 3:  レベル 2 の理解に基づく今後の予測 
上記でレベル 1 では, 先ず, 環境下に存在する物事を知覚

し, レベル 2 では, レベル 1 で得た情報に基づき, その意味

合いを捉え, 全体像を把握する. これらの知識にﾖﾘ, レベ

ル 3 では, 数時間先などの事態の予測を行う.  
Harrald 等[24]は, 災害対応の観点から, これらのレベル

をまとめ , 情報 (information), 知覚 (perception), 意味合い

(meaning)の部分に分け, 特に情報については, 状況把握の

ための情報提供には, システムは, 情報収集, フィルタリ

ング, 分析, 構造化, 伝達が必要としている. Sapateiro 等

[25]は, 災害対応のための状況把握について, 「環境下の情

報に過去の知識も導入し, 状況を把握し, それに基づいて

予測する. 」という Dominguez による定義を紹介している. 
以上のレベル分けは, 個人の状況把握についてであるが, 

グループ内のチームにおける状況把握(team SA)や, 組織内

の状況把握も研究されてきている.  Salas 等 [26]は, チー

ムによる状況把握のフレームワークを提示し, 状況把握の

図 1. 災害管理における情報処理 
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際のメンタルモデルの共有についての計測や訓練における

課題を提示している. 菅野等[27][28]は, 相互の信用(belief)
に基づくチームの状況把握のための認知モデルを提案して

いる . Endsley 等 [29]は , チームにおける状況把握には , 
個々のメンバの状況把握の共有についての必要な条件とし

て, 意思疎通の個々のメンバのメンタルモデルの共有など

を挙げている. さらに, 異なるチーム間の状況把握にも言

及している. 特に後者は, 災害対応において重要である. 
災害対応では, 救援, 医療, 自治体等, 異なる背景の関与

者が協働するからである[1].  
 

4. 今後の情報共有のあり方 

災害情報処理や災害対応当事者間の意思疎通である災害コ

ミュニケーションでは, 情報共有が必要とされてきた. ま
た, 災害対応に限らず, 協調支援や協働環境においても情

報共有は必要とされてきている. しかし, 2 節で述べた緊急

事態管理で考えられている情報処理や 3 節で述べたように

状況把握では, 当事者間の認識を共有することが必要とさ

れている.  
 本研究では, 2011 年に起きた東日本大震災での情報支援

の経験から, 災害情報処理分野の研究の需要を認識した. 
災害復興状況を共有するための復興ウォッチャーを構築し, 
被災地外の人々との情報共有を試みた[30]. また, その後, 
当該システムが, バリアフリー化情報支援にも適用可能な

ことが判明した[31]. 例えば, 車椅子の学生がアクセスで

きない場所にある掲示板のライブカメラ中継を行い, また, 
定点カメラによる大学キャンパス内の道などの状況把握の

ための, 復興ウォッチャーの応用を試みた[32]．図 2 にバリ

アフリー化情報支援のための本システムのモデルを示す.  

 
このモデルでは, 情報共有として, 画像による情報提供を

行っている. しかし, 状況把握を目的とするなら, 今後は, 
個々の定点カメラを置いた地点の特徴や, 状況把握に関わ

る情報提供がさらに必要である. すなわち, 画像だけでは

わかりにくい, 例えば, 雨の日は滑りやすくなる等の情報

提供が必要となろう. 厳密に言えば, それらの程度をわか

りやすく提示する必要がある. 情報共有における情報利用

者と情報提供者の間の状況把握に関する意思疎通は, チー

ムにおける状況把握と捉えることができる. この意思疎通

のためには, メンタルモデル, 信用(belief)やトラストの共

有が必要となる. 具体的にそれをどう実現するかは, 今後

の課題である.  
  

5. まとめ 

本論文では, 情報通信技術と災害対応の観点から情報処理

について考え, 情報から知識や知を創出し, 共有する必要

性を述べた. 人間工学分野で研究されてきた状況把握につ

いて紹介し, そのモデルでも, 単に情報を集めるだけでな

く, 収集した内容についての理解が, その後の予測につな

がることを示した. これまで, 情報通信技術分野では, 情
報を以下に送受信, あるいは, 共有するかを検討してきた. 
グループウェアの分野でもアウェアネスは, 大きな研究分

野である. 本論文では, 状況把握という第 3 のアウェアネ

スを紹介し, 情報共有以上に, その理解や, 理解するため

のメンタルモデルの共有を必要とするチームにおける状況

把握の必要性を提示した.   
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